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県南東部保健医療圏地域保健医療計画(第８次)素案に関する意見 

項目 意見(要旨) 考え方 

３ 医療提供 

体制の構築 

 

(２)5疾病・5 

事業及び在 

宅医療の医 

療連携体制 

 

①がん 

 

 

 

がん検診の受診率が低下しているこ

とに対して総合検診方式の導入などの

充実を謳われている。胃がん検診いつい

いては、内視鏡検診が導入される等、検

診の精度向上が期待されるが、受診率の

向上にはつながっていない。近年 ABC

健診を導入する自治体が増えており、県

内で既に実施している自治体がある一

方、明確な根拠がなく、導入をためらう

自治体も多い。胃がんの予防、早期発見

という観点で、ABC健診に対する県の考

え方を明示してはどうか。 

 がん検診のあり方に関する検討会の

中間報告において、ABC検診は、死亡率

減少効果を示すエビデンスがないため、

さらなる検証が必要とされていますが、

リスクに応じた検診の提供や、対象者の

絞り込みに有用な方法として、胃がん発

症リスクを下げられる可能性があると

されています。 

岡山県全体で検討を進めていくこと

から、地域保健医療計画には明示しませ

んが、岡山県保健医療計画における施策

の方向として、がん検診については、生

活習慣病検診等管理指導協議会の各部

会において、質の高い検診体制の充実を

図ることと明示されており、ABC検診に

ついても、国の動向を注視しながら検討

してまいりたいと考えております。 

３ 医療提供 

体制の構築 

 

(２)5疾病・5 

事業及び在 

宅医療の医 

療連携体制 

①がん 

 

４保健医療対

策の推進 

①健康増進・

生活習慣病 

特定健診・特定保健指導の実施率向上

が、大きな課題となっており、がん検診

受診率の向上や健康増進・生活習慣病予

防の取り組み推進において、地域保健と

職域保健が協力連携することによる相

乗効果によって、各数値の向上や取り組

み推進が期待されます。当圏域の健康づ

くりの推進や健康寿命延伸のため、被用

者保険が行う特定健診に併せて地域保

健が行うがん検診や特定健診を同時に

実施するなど、是非とも地域保健と職域

保健の協力連携の向上、充実をお願いし

たい。 

がん検診や特定健診、特定保健指導の

受診率の向上に向けては、計画に記載の

とおり、健診体制の整備や普及啓発等職

域保健と連携した取り組みが必要と考

えており、地域職域保健連携推進会議等

の場により協議しながら、生活習慣病の

予防に努めてまいりたいと考えていま

す。 

３ 医療提供 

体制の構築 

 

(２)5疾病・5 

事業及び在 

宅医療の医 

療連携体制  

⑦災害時にお 

ける医療 

下水道の障害が見込まれるため、排水

対策について医療機関に対してあらか

じめ指導が必要でなないか。 

 国において、「BCP の考え方に基づい

た病院災害対応計画作成の手引き」が示

され、これを活用した医療機関における

災害対策マニュアルを作成するととも

に業務継続計画の作成に努めるようお

願いしており、引き続き作成について促

してまいりたいと考えております。 

医薬品の供給は、早島に卸の物流拠点

があるので、業者の力を借りて効率的な

配送を考える必要がある 

災害時における医薬品の供給につい

ては、災害時救急医薬品等確保・供給マ

ニュアルにおいて、医薬品卸業者、県薬

剤師会医薬品等備蓄センター等が医薬

品等の確保、供給体制の整備等に努める

こととなっております。 

本計画においては、「市町や医師会等

と情報共有を図りながら、災害時におけ

る医療救護体制の確保に努めます」とし 

ます。 
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項目 意見(要旨) 考え方 

３ 医療提供 

体制の構築 

 

(２)5疾病・5 

事業及び在 

宅医療の医 

療連携体制  

⑦災害時にお 

ける医療 

災害時の医療体制において、日本医師

会災害医療チーム（JMAT）との連携に

ついても記載してはどうか。 

施策の方向の「災害時の医療体制の強

化」の項目を「当圏域の災害時に災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、日本医師会災

害医療チーム（JMAT）、災害派遣精神医

療チーム（DPAT）及び医療救護班が災

害早期から円滑な対応ができるよう、医

師会等との連携強化を図ります。」と修

正します 

３ 医療提供 

体制の構築 

 

(２)5疾病・5 

事業及び在 

宅医療の医 

療連携体制  

⑦災害時にお 

ける医療 

被害予測に基づく死者、負傷者数を予

め明示すべきではないか 

南海トラフの巨大地震の被害想定と

して、岡山県地域防災計画において、県

の人的被害者数を想定しています。本計

画においては、具体的な行動マニュアル

ではなく、災害時の医療に対する考え方

を記載しています。 

 

４ 保健医療 

対策の推進 

 

④歯科保健 

訪問診療で口腔衛生に対する指導が

家族やヘルパーに負担になっていたり、

施設の方にも誤嚥性肺炎の予防のため

の食事介助や義歯食、義歯の管理が負担

になっている現状がある。多職種協働で

の理解を地域に浸透していくのは時間

を要するかもしれない。 

また、乳歯の健康のための保護者の実

践の 2極化、永久歯に生え替わることで

むし歯が減ると思い、永久歯を長く使い

たいにつながらない等現状がある。 

 寝たきり者や、高齢者の口腔ケアにつ

いての必要性の普及や医科歯科連携の

推進を今後も、継続していきます。 

また、乳幼児のむし歯予防のための普

及啓発に取り組んでおり、保護者の理解

が得られるよう、今後も愛育委員や保育

園、幼稚園、こども園、学校と連携し、

課題の共有と普及啓発に取り組んでい

きたいと考えています。 

５保健医療従 

事者の確保 

と資質の向 

上 

 

(２)歯科医師 

 歯科医師の数は多いが、平均年齢が問

題。かかりつけ歯科医の確保と在宅歯科

医療に従事する歯科医師の数と年齢に

ギャップができつつあり、往診ができに

くくなっている現状がある。往診も可能

ではあるが、在宅での診療内容はかなり

制限され、来院してもらうと、安全で短

時間での診療が可能なこともある。  

 外来受診できない方に対する在宅で

の歯科医療の提供は、増加すると見込ま

れており、歯科医師会の協力を得なが

ら、ニーズに応じた歯科診療が受けられ

る体制整備に努めて行きたいと考えて

おり、御理解を賜りたいと存じます。 

その他 国民健康保険の保険者が市町村から

県になるが、それに伴う県、市町村の保

健医療に関する役割の変化予想を示し

てはどうか。 

国民健康保険においては、平成 30 年

度から、都道府県が財政運営の責任主体

となり、安定的な財政運営や効率的な事

業の確保等の国保運営に中心的な役割

を担うことになりますが、県と市町村と

の保健医療に関する役割はこれまでと

同じであり、国保運営方針において、医

療計画等との整合性を図った上で必要

な記載をすべきものと考えております。 


